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新 年 のご 挨 拶

福岡県経営者協会 会長　倉 富　純 男

　会員の皆様、明けましておめでとうございます。謹んで新春のお慶びを申し上げます。旧年中は当協
会の活動に対し、格別のご高配を賜りまして、厚く御礼申し上げます。

　さて、昨年を振り返りますと、ロシアによるウクライナ侵攻や、それに伴う国際的な原材料価格の上昇、
記録的な円安の影響が続く中、政治的にも経済的にも既存の枠組みが大きく変わりつつあることを実感し
た 1 年となりました。
　一方で、3 年続いたコロナ禍の中で、ようやく感染症対策と社会経済活動の両立への道筋が見えてき
たのではないかと思います。当協会と致しましても、感染拡大防止策を徹底するなかで、昨年11月に鹿
児島市におきまして、九州各地から弁護士、企業の人事労務担当者が一堂に集まり、労働法上の諸課
題について講演や質疑・討議を行う「九州経営法曹大会」を3 年ぶりにリアル開催するなど、新型コロ
ナ対策と社会経済活動の両立に取り組んで参りました。

　当協会が専門とする労働分野におきまして、昨年は、パワハラ防止措置や男女間の賃金格差の開示
の義務化、社会保険の適用拡大など、企業実務に大きな影響を与える改正がなされました。
　今年は、賃金のデジタル払いの解禁や中小企業における月60時間を超える時間外労働の割増賃金
率の引上げ、従業員1,000人超の企業に対する男性の育児休業の取得状況の公開義務化など予定され
ております。また、公務員の段階的な定年引上げが始まり、民間企業でもより長く働けるような仕組みづく
りの機運が高まって参ります。
　当協会として、会員企業の皆様に最新の情報を発信しながら、講演会・セミナー、労働相談等を通じ
て、皆様のお役に立てる事業を行なって参ります。

　今年の春季労使交渉につきまして、連合は定昇を含む賃上げ率を5％程度と平成 7 年以来の高い水
準を掲げております。岸田総理が目指す「成長と分配の好循環」を実現し、長く続いたデフレと低成長
からの脱却を図るためにも、昨年からの賃金引き上げのモメンタムを維持・向上させていくことが、経営
者に求められております。
　働き手の「エンゲージメント」を高めつつ「人への投資」をさらに促進するためにも、賃上げに伴う
行政からの各種支援の拡充や、サプライチェーンを通じた適切な価格転嫁等について、経団連、労働
局、福岡県、そして労働組合との連携を一層強化し、会員企業の皆様の持続的な成長の一助となるべく、
取り組んで参ります。

　最後になりましたが、会員各社の益々のご発展と、皆様のご健勝を心より祈念致しまして、新年の挨拶
とさせていただきます。
　本年もどうぞよろしくお願い致します。
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　昨年 2 月に勃発したロシアのウクライナ侵略は今なお収束の兆しが見えず、国際秩序
の根幹を大きく揺るがしている。これに起因する世界的な資源・食料価格の高騰により、
わが国のエネルギー・食料安全保障が大きな課題として浮き彫りになっている。
　しかしながら、こうした厳しい情勢だからこそ、事業方針に掲げた「サステイナブルな
資本主義の実践」が非常に重要であり、本年も社会課題の解決と持続的な経済成長の
実現に一層取り組んでいく決意である。
　持続的な経済成長には、「投資」と「消費」の拡大が欠かせない。経済界は、国内
投資の活性化、賃金引き上げのモメンタムの維持・強化に最大限努力していく。
　国内投資の柱は、言うまでもなく、グリーントランスフォーメーション（GX）、デジタルト
ランスフォーメーション（DX）である。とりわけ、GXは、気候変動問題という社会課題の
解決とともに、活発な国内投資を生む成長戦略の切り札であり、エネルギー安全保障上
も重要である。また、核融合を含む核エネルギー、量子、AI、バイオ、マテリアル等、
科学技術・イノベーション投資も欠かせない。さらに、スタートアップ振興や、新たな成長
を牽引することが期待されるクリエイティブ産業、バイオ産業、モビリティ産業の振興にも
引き続き注力しなければならない。ダイナミックな産業構造の転換を通じて、わが国の産業
競争力を強化してまいりたい。
　同時に、経団連では「分厚い中間層の形成」も重要視している。その実現には、構
造的な賃金の引き上げはもちろん、人への投資や労働移動の円滑化、国民の安心確保
に向けた税と社会保障の見直しが必須である。分厚い中間層の形成は、格差の解消に
資するとともに消費の拡大による経済成長を実現するものである。
　この他にも、コロナ感染症への取り組みは今なお継続中であり、不確実な国際情勢下
にあって、自由で開かれた国際経済秩序の構築も極めて重要な課題である。山積する課
題を前に一刻の猶予もない。経団連は、岸田内閣と力を合わせて、社会課題の解決と持
続的な経済成長の実現に全力で取り組んでいく。皆様の一層のご支援、ご協力をお願い
申しあげる。

一般社団法人 日本経済団体連合会 会長　十 倉　雅 和

サステイナブルな資本主義の実践を目指し、
社会課題の解決と持続的な経済成長を実現する

―経団連会長新年メッセージ―
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年 賀 状

新年のスタートにあたり、

5名の副会長に今年の抱負を

語っていただきました。

副 会 長 か ら の

㈱新出光
代表取締役
常務執行役員

重　岡　敏　一

～わが社の一番大切な財産は「人」です～
　謹んで新年のお慶びを申し上げます。
　三年に及んだ新型コロナ感染症への対処法もいよいよ変わろう
としています。VUCAの時代と言われて久しくなりますが、今回の
Withコロナ、Postコロナにおいて人々の生活スタイル・働き方も
変わり、企業の在り方、価値観もあらゆる意味で変わってきました。
企業価値が人的資本経営によって評価され、人財の育成が喫緊の課
題となっています。人財を「資本」として捉え、その価値を最大限
に引き出すことで、中長期的な企業価値に繋げる経営の在り方です。
　わが社では経営の姿勢として『わが社の一番大切な財産は「人」
であり、一番失ってはならないものは「信頼」である。』との教え
があります。単に人を「経営の資源」「会社の資産」と捉えるよりも

「人」は魅力的です。本来人を大切にするというのは日本の経営が大
切にしてきた考えであり、本質は何も変わりません。投資だけでは

「人」は育ちません。本気で「人」を活かしていく経営を心掛け引き
続き社会に貢献してまいります。本年もどうぞ宜しくお願い申し上げ
ます。

TOTO ㈱
取締役
常務執行役員

田　口　智　之

世界中にTOTOファンを！
　謹んで新年のお喜びを申し上げます。
　2022年を振り返ると、世界的に新型コロナ感染
症拡大の影響が継続したことに加え、国際社会の
分断や気候変動による大規模な自然災害の発生、
インフレの進行など、想定を超えるさまざまな変
化が起こりました。　
　本年も昨年同様、もしかすると昨年以上の大き
な環境変化が起こるかもしれません。「タイムリー
に適切に対応する力」が今まで以上に求められる
と考えています。常に一歩先を予測し備えること
で、「対応する力」を高めていかなければならない
と思います。
　本年も、いかなる環境下になろうとも、変化に迅
速に対応し、商品・サービスを通じて豊かで快適
な生活文化の創造に挑戦し、世界中にTOTOファ
ンを増やしてまいります。
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トヨタ自動車九州㈱
代表取締役社長
永　田　　　理

「自己ベストを更新しよう」
　新年明けましておめでとうございます。
　トヨタ自動車九州には陸上競技部があり選手達
は各地のマラソン大会や記録会で自分を磨いてい
ます。今井・藤曲の 2 選手はMGC出場権を獲得し
ました。森下広一監督（バルセロナオリンピック
銀メダル）の指導の下ニューイヤー駅伝に向けて
最終調整をしています。
　この年賀状が届く頃には良い結果が出ているこ
とを願っています。室伏スポーツ庁長官の講演で

「アスリートにとって大切なことは常に自己ベスト
を目指す努力」と伺いました。
　当社の選手達も自己ベストを更新する人が増え
て来ました。駅伝でもチームベストを更新して欲
しいと思うと同時に、企業の経営者としてもベス
トを尽くして難局を乗り越えねばと思います。

三井化学㈱
大牟田工場長
鶴　田　　　智

地域から愛されるブランド工場へ
　謹んで新年のお慶びを申し上げます。
　昨年はウクライナ情勢等に起因する原燃料価格
の上昇、円安の進行などにより依然として経済を
取り巻く環境は厳しくありました。引き続き厳しい
経済環境が予想されますが、将来に向け積極的な
事業活動を展開して参ります。
　昨年、当社は長期経営計画VISION2030の実行
へと踏み出し、大牟田工場では工場のあり方を再
定義し、新グランドデザインを制定しました。メ
ガネレンズ材料及び農業化学品を主とした当社の
ヘルスケア事業の拡大と共に当工場のプレゼン
ス向上を図って参ります。
　今後も安全を最優先に地域社会に貢献し、人・
地域から愛される工場となるべく工場運営を継続し
ます。本年もどうぞよろしくお願い申し上げます。

㈱筑邦銀行
取締役頭取
佐　藤　清一郎

『第二の創業期、地銀の新ビジネスモデルを目指して』
　謹んで新年のお慶びを申し上げます。
　昨年は各種政策等でコロナ禍からの持ち直し期
待もありましたが、ウクライナ問題の長期化や半
導体供給不足など複合要因が日本経済の足枷とな
りました。今年こそ、デフレ脱却の年であること
を切に願います。
　当行は昨年12月に創立70周年を迎えました。第
二の創業期と位置づけ、新しいビジネスモデルの
確立を目指し、外部連携先とのアライアンス戦略
の推進により、地域の枠を越えたお客様支援ビジ
ネスに挑戦します。世の中のあらゆる面でDX化が
一気に進むと思われます。引続き地域の課題解決
に積極的に取組んで参ります。当行は、「人、まち、
地域を『動かす人』がいる銀行へ」をスローガン
に、地域経済の活性化に尽力して参ります。
　本年もどうぞ宜しくお願い申し上げます。
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　明けましておめでとうございます。

　福岡県経営者協会の会員の皆様、謹んで新年の
お慶びを申し上げます。新たな年が飛躍の年とな
りますことを心より念じております。
　すでに我が国での感染拡大が発生し、 3 年が経
過しようとしている新型コ ロ ナは、社会生活の
あらゆる場面で重大な影響を与えております。そ
こに加えて、円安、資源高、人手不足、など厳し
い社会的・経済的状況にロ シ アのウ ク ラ イ ナ侵
攻によるエ ネ ル ギー問題といった国際的な情勢
が混迷を深めております。このような厳しい環境
下にあって、それぞれの経済活動の維持・発展に
注力されております、経営者の皆様に最大の敬意
を表せていただくものです。
　さて労働法令関連で 2023 年の対応を考えます
と、やはり「働き方改革」の着実な推進・実装を
挙げざるを得ません。
　ご存じのとおり、働き方改革法は、2018 年 7 月
6 日 を 公 布 及 び 施 行 日 と す る「働 き 方 改 革 を 推
進するための関係法律の整備に関する法律」（所
謂「働き方改革法」）によるものです。その 3 本
柱である、 ①働き方改革の総合的かつ継続的な
推進（基本方針の策定）、 ②長時間労働の是正、

多様で柔軟な働き方の実現等、 ③雇用形態にか
かわらない公正な待遇の確保については、 皆様
さまざまな機会を捉えて対応されていると思い
ますが、今一度リ マ イ ン ドのため概要をご確認
いただくことをお薦めいたします（詳細は厚労
省ホーム ページ「働き方改革」 の実現に向けて
-https://www.mhlw.go.jp/content/000332869.pdf 参
照）。 な お、 上 記 ① の 基 本 方 針 に つ き 厚 労 省 が
作成した「労働施策基本方針（概要）」は、具体
的かつ詳細で今後の労働行政の方針を示すもの
として極めて重要です（https://www.mhlw.go.jp/
content/11602000/000465362.pdf 参照）。
　以下、いくつかト ピックにつき、コ メ ン トい
たします。
　長時間労働については、昨年 10 月 28 日付にて、
厚生労働大臣から経団連会長宛、「長時間労働削
減を始めとする働き方の見直しに向けた取組に関
する要請書」が発出されました。令和 3 年度の過
労死等の労災補償状況をみると、脳・心臓疾患の
労災支給決定件数が多い業種は「運輸業、 郵便
業」「製造業」 等となっていることを指摘し、 長
時間労働を前提とする労働慣行からの脱却を図る
とともに、経営トップによるメッセージの発信な
ど具体的な対応策が示されています。行政の動き

新年のご挨拶

弁護士 古 賀 　 和 孝

経営法曹会議九州ブロック代表幹事

◆執筆者のご紹介

こが　かずたか
昭和61年  弁護士登録
古賀・花島・桑野法律事務所（福岡市）
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の指針となりますので適切な対応が必要です。な
お、 月 60 時間を超える時間外労働に係る割増賃
金率（50 パーセ ン ト以上） について、 中小企業
への猶予措置は今年 4 月 1 日以降廃止となります
ので、ご注意をお願いします。
　新型コ ロ ナの感染防止の意味合いと企業活動
の停滞回避策の面から爆発的な普及となったテ
レ ワーク実施率は揺り戻しが起こっているとの
評価もあるところですが、今後も柔軟で多様な働
き方として益々進化、普及していくでしょう。新
卒・中途採用を含めた有為な人材確保の意味合い
もあります。従来型の出退勤、勤怠管理といった

「事業場」（労基法 90 条）を念頭に置いた、言わば
見える状態での労務管理から、情報空間（フ リー
ア ド レ スを含めて）での働き方への様変わりで
す。労基法、就業規則をどのように適用するのか
新種の問題もこれからたくさん発生しそうです
が、テ レ ワークの規則を作っておくことで管理
体制を明確にしておく必要がありそうです。
　次に、短時間・有期労働者に関する同一企業内
における正規雇用労働者との不合理な待遇の禁止
に関し、個々の待遇ごとに、当該待遇の性質・目
的に照らして適切と認められる事情を考慮して、
適法性の判断がなされるべき旨がパート・有期法
で明確化されております。すでに処遇の違いを明
確にされている企業も多いかと思いますが、今一
度ご確認ください。この問題は、人手不足も一因
となり定年廃止、定年後再雇用、定年延長対応、
無期転換ルール問題などへも展開しておりますの
で、ご留意ください。
　育児介護休業法関連で、 本年 4 月から従業員
1000 人超の企業は育児休業等の取得状況を年 1 回
公表することが義務付けられました。その他の企
業におかれても、ワーク ラ イ フ バ ラ ン スに関心
を持つ世代をターゲットとした人的資源の確保と
いった観点から、関心を呼ぶ具体的な対応が必要
でしょう。また、育児介護休業等の取得と昇給、
賞与といった賃金制度の構築・見直しを行う際に
は、不利益取り扱いの禁止（育児介護休業法 10 条、
16 条）に抵触するかどうかといった難しい問題に
もぶつかります。十分な検討が必要です。

　最後に、パ ワーハ ラ ス メ ン ト禁止について一
言 し ま す。 大 企 業 は 2020 年 6 月 か ら、 中 小 企 業
は昨年 4 月 1 日から労働政策総合推進法第 9 章、

「職場おける優越的な関係を背景とした言動に起
因する問題に関して事業主の講ずべき措置等第
30 条の 2」（前記、「働き方改革法」により従来の

「雇用対策法」が改称されたもの）により施行さ
れております。対象範囲の拡大以後、一気に相談
件数が増加しております。パ ワ ハ ラ成立の要件
は、①優越的な地位に基づく、②業務上必要かつ
相当な程度を超えた、③職場環境を害するもので
すが、無制約な被害申告も時として見受けられる
ところです。要件を念頭に置いて、しっかりと調
査を行い速やかな対応が求められます。この問題
は、 昨年 11 月に鹿児島にて開催しました「九州
経営法曹大会第 56 回鹿児島大会」 の初日に取り
上げた講演内容でもあり、 会員企業の参加者の
方々の関心が特に高かったところです。使用者の
職場環境配慮義務に違反するかどうかという法律
問題ですので、要件論の吟味は必須です。
　最後になりましたが、私は、長年に亘り東京に
本部をおきます経営法曹会議の常任幹事として、
また同会議九州ブ ロック代表幹事として福岡県
経営者協会との密接な連携にご尽力されました、
松﨑隆弁護士からお話があり、後任に就任いたし
ました。
　経営法曹会議は、厳しい集団的労使関係に立っ
ていた昭和 44 年に、 経営法曹の連携を図り、 労
使関係の健全な発展に寄与することを目的として
設立され、現在会員数 800 名ほどを抱えている団
体です。九州ブ ロックでは 110 名ほど、福岡県で
は 30 名ほどの弁護士が所属し、 近時は若手中堅
どころの活躍がめざましいところがあります。文
中引用しました、毎年秋口に開催します「九州経
営法曹大会」の開催にあたっては、最新の労働法
問題を取り上げて講演を行い、また参加弁護士に
て討議も行っております。さらに、経営者協会の
ご尽力で会員企業の人事労務担当者と各種研究会
も開催し、その中で実務上の問題意識に触れるこ
とで実務的な法的解決方法の検討を行っていま
す。今後とも宜しくお願い申し上げます。
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　福岡県経営者協会が調査している冬季賞与の妥結状況についてお知らせします。（対象企業385社／回答111社）

　2022年冬季賞与の対前年伸び率は5.30%となり、バブル崩壊後の1991年以降で最も高い伸び率となった
（2年連続の上昇、前年の4.46%と比較して0.84ポイントの改善）。
　業種別では製造業が4.65%、非製造業は新型コロナウイルス禍からの回復もあり、5.63%となった。また、
物価高で生活を下支えする狙いから手当金を加算する動きも一部に見られ、製造業・非製造業ともに11業種中7
業種で前年支給額を上回った。

◇前年の賞与額との比較（103社）

①前年実績額よりアップした企業	 74社（71.8%）	（昨年は63.1%）
②前年実績額と同額	 		4社（		3.9%）	（昨年は5.3%）
③前年実績額を下回った企業	 25社（24.3%）	（昨年は31.6%）

～2022年12月23日現在、最終集計～
地場企業の冬季賞与の交渉妥結状況に関する調査結果

●2022年冬季賞与（調査回答のうち前年実績と比較可能な103社について集計）
2022年冬 2021年冬 増　減 伸び率

総 平 均 103社 575,094円 546,131円 28,963円 5.30%

製 造 業 平 均 29社 667,879円 638,189円 29,689円 4.65%

非製造業平均 74社 538,235円 509,560円 28,675円 5.63%

◇2019年以降の夏季・冬季賞与の対前年伸び率（参考）
2019夏季 2019冬季 2020夏季 2020冬季 2021夏季 2021冬季 2022夏季 2022冬季

4.69% 2.33% △3.25% △7.72% △2.57% 4.46% 4.72% 5.30%

2022年

2021年

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

冬季賞与額の対前年比

71.8% 3.9% 24.3%

63.1% 5.3% 31.6%

前年実績よりアップした 前年実績と同額 前年実績を下回った
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表２　規模別交渉状況

表１　業種別交渉状況

2022年 冬季賞与交渉妥結結果（2022. 12. 23集計）

規　　　　　模 企業数
（社）

2022年冬 対前年 2021年冬
額（円） 月数（箇月分） 額（円） 伸び率（％） 額（円） 月数（箇月分）

1～99人 製造業 4 633,164 2.26 △ 28,227 △ 4.27 661,391 2.52
非製造業 19 509,273 2.10 39,190 8.34 470,083 1.98

計 23 530,819 2.13 27,465 5.46 503,354 2.07
100～299 製造業 10 558,824 2.15 2,898 0.52 555,926 2.27

非製造業 23 474,384 1.97 36,028 8.22 438,356 1.82
計 33 500,772 2.02 25,675 5.40 475,096 1.95

300～499 製造業 6 743,056 2.60 16,409 2.26 726,647 2.56
非製造業 8 573,448 2.16 △ 22,341 △ 3.75 595,789 2.29

計 14 646,137 2.35 △  5,734 △ 0.88 651,871 2.41
500～999 製造業 5 721,170 2.67 86,694 13.66 634,476 2.34

非製造業 13 608,385 2.05 25,902 4.45 582,483 1.98
計 18 639,714 2.22 42,789 7.17 596,925 2.08

1000人以上 製造業 4 795,849 2.85 103,246 14.91 692,603 2.47
非製造業 11 607,448 2.56 36,184 6.33 571,263 2.52

計 15 657,688 2.64 54,068 8.96 603,620 2.49
総 平 均 103 575,094 2.21 28,963 5.30 546,131 2.13

（注）　　・額、月数とも単純平均
・集計社数が 2 社に満たない場合など数字を伏せた業種があるが、平均には含まれる
・伸び率は平均額をもとに算出
・妥結額の記載のないものは含めていない

※調査対象企業：回答があった企業のうち、冬季賞与について昨年実績と対比可能な103 社について集計

福岡県経営者協会
2022年12月23日現在

業　　　　　種 企業数
（社）

2022年冬 対前年 2021年冬
額（円） 月数（箇月分） 額（円） 伸び率（％） 額（円） 月数（箇月分）

製    

造    

業

食 品 1 ― ― ― ― ― ―
紙 ・ パ ル プ 1 ― ― ― ― ― ―
新 聞 ・ 出 版 1 ― ― ― ― ― ―
化 学 ・ ゴ ム 3 887,607 3.06 130,358 17.21 757,249 2.64
窯 業 ・ 土 石 1 ― ― ― ― ― ―
鉄 鋼 5 589,213 2.56 116,312 24.60 472,901 2.16
非 鉄 金 属 1 ― ― ― ― ― ―
機 械 ・ 金 属 5 528,826 1.95 △ 68,353 △ 11.45 597,179 2.24
電 機 9 745,094 2.49 11,972 1.63 733,122 2.52
そ の 他 製 造 業 2 655,721 2.66 76,526 13.21 579,195 2.61

製 造 業 平 均 29 667,879 2.45 29,689 4.65 638,189 2.40

非 

製 

造 

業

建 設 14 569,859 2.10 6,484 1.15 563,375 2.11
電 力 ・ ガ ス 1 ― ― ― ― ― ―
卸 ・ 小 売 22 567,817 2.17 55,244 10.78 512,573 2.01
金 融 ・ 保 険 1 ― ― ― ― ― ―
運 輸 ・ 倉 庫 13 398,954 1.93 41,689 11.67 357,265 1.77
放 送 ・ 通 信 1 ― ― ― ― ― ―
医 療 1 ― ― ― ― ― ―
教 育 2 885,485 2.32 △ 72,688 △  7.59 958,173 2.67
団 体 1 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 非 製 造 業 18 504,773 2.04 26,391 5.52 478,381 1.94

非 製 造 業 平 均 74 538,235 2.11 28,675 5.63 509,560 2.03
総 平 均 103 575,094 2.21 28,963 5.30 546,131 2.13
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政
権
に
立
ち
向
か
う
な
ど
毛
頭
考
え
ら
な
い
。

経
済
の
落
ち
込
み
は
権
力
基
盤
を
脅
か
す

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
対
応
を
巡
っ
て
、
中
国
は
ロ
ッ

ク
ダ
ウ
ン
で
感
染
拡
大
を
抑
え
込
ん
だ
と
自
負
し
、
自
国

の
優
位
性
を
喧
伝
し
て
い
た
。
確
か
に
個
人
の
行
動
の
自

由
を
制
限
し
、
接
触
を
減
ら
す
こ
と
で
感
染
拡
大
を
防
止

し
よ
う
と
す
れ
ば
、
個
人
の
人
権
を
可
能
な
限
り
認
め
よ

う
と
す
る
民
主
主
義
体
制
に
比
べ
て
、
専
制
主
義
国
家
の

方
が
よ
り
効
果
的
に
対
処
で
き
る
と
考
え
が
ち
で
あ
る
。

　
し
か
し
、
そ
も
そ
も
新
型
コ
ロ
ナ
の
感
染
が
拡
大
し
た

の
は
、
専
制
主
義
国
家
の
代
表
中
国
で
あ
る
。
し
か
も
、

情
報
隠
し
な
ど
の
初
動
ミ
ス
が
重
な
り
、
そ
れ
が
世
界
中

に
感
染
を
拡
大
さ
せ
た
の
だ
か
ら
、
体
制
の
優
位
性
な
ど

「
ど
の
口
が
言
う
か
」
と
笑
っ
て
し
ま
う
。

　
い
ず
れ
に
せ
よ
現
状
で
は
経
済
の
落
ち
込
み
が
大
き
い
。

そ
れ
は
権
力
基
盤
を
脅
か
す
。
中
国
共
産
党
は
党
の
利
益

を
犠
牲
に
し
て
ま
で
、
国
民
の
命
を
守
っ
た
こ
と
は
な
い
。

だ
か
ら
、
コ
ロ
ナ
対
策
に
方
向
転
換
は
あ
っ
て
も
、
国
民
の

意
向
な
ど
歯
牙
に
も
か
け
な
い
上
意
下
達
の
体
質
に
変
化

は
な
い
。

　
皮
肉
を
込
め
て
言
え
ば
、
習
指
導
部
は
西
側
諸
国
を
真

似
て
「
ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
」
政
策
に
方
針
を
転
換
す
る
の
で
は

な
く
、「
ゼ
ロ
コ
ロ
ナ
」
政
策
を
こ
れ
か
ら
も
し
っ
か
り
続

け
て
いっ
て
ほ
し
い
。
そ
の
呪
縛
に
呻
吟
す
れ
ば
す
る
ほ
ど
、

こ
の
国
の
異
様
さ
も
少
し
は
是
正
さ
れ
、
民
主
化
も
進
む

の
で
は
な
い
か
と
思
っ
た
り
し
て
い
る
。

業　　　　　 種
2022年 年　末 2021年 年　末

社数（社） 妥結額（円） 増 減 率（％） 社数（社） 妥結額（円） 増 減 率（％）

非 鉄 ･ 金 属 1 3 8 1 8,9 7 3 9.8 3 1 3 7 4 5,6 5 7 1.1 7

食 品 6 9 2 9,2 7 3 3.2 8 7 8 9 9,7 5 4 △   4.6 4

繊 維 1 5 8 2 0,5 6 5 0.6 4 1 5 8 1 5,3 5 4 6.3 0

紙 ･ パ ル プ 6 6 9 6,9 6 3 △ 0.1 9 6 6 9 8,3 0 5 △   1.3 7

印 刷 3 7 6 6,7 2 7 1 7.5 1 2 6 5 2,4 9 2 8.5 7

化 学 3 1 9 3 6,8 6 4 1 1.1 4 2 7 8 4 2,9 3 9 4.4 1

ゴ ム 4 8 4 4,3 1 6 5.9 3 5 7 9 7,0 2 9 △   0.0 8

セ メ ン ト 5 7 4 4,0 7 5 1.3 0 5 7 3 4,5 3 7 △   0.0 7

鉄 鋼 9 1,0 1 7,8 9 5 8 7.2 3 9 5 4 3,6 6 2 △   4.7 4

機 械 金 属 2 9 8 1,7 6 6 1 0.5 9 3 8 8 7,7 6 5 3.7 9

電 機 1 2 9 5 4,6 9 2 2.5 3 1 2 9 3 1,1 5 1 3.4 2

自 動 車 1 3 9 2 8,6 2 0 3.3 5 1 6 8 9 8,5 3 5 △   4.5 7

造 船 1 0 8 8 9,8 3 3 1 2.2 3 1 1 7 9 2,8 3 3 △   7.1 6

建 設 7 （従） 1,2 4 7,6 9 9 4.3 3 6 （従） 1,1 9 5,9 5 5 △ 1 7.1 8

商 業 3 （従）   9 0 4,6 9 3 2 7.1 8 3 （従）   7 1 1,3 7 5 2 3.1 5

鉄 道 1 1 （従）   7 2 7,6 5 8 2 5.9 8 1 1 （従）   5 7 7,6 2 0 △ 2 2.2 6

［　民　　鉄　］ ［ 8］ ［（従）   7 5 5,6 5 3］ ［  2 5.1 5］ ［ 7］ ［（従）   6 0 3,8 0 8］ ［△ 2 4.0 9］

［　J　　  R　］ ［ 3］ ［（従）   7 1 5,5 6 4］ ［  2 6.0 7］ ［ 4］ ［（従）   5 6 7,5 9 9］ ［△ 1 9.8 3］

電 力 8 7 6 0,6 1 5 △ 0.8 0 8 7 6 6,7 2 1 1.3 9

ホ テ ル 0 ― ― 1 ― ―

情 報 通 信 4 8 2 5,1 3 9 2.6 3 4 8 0 3,9 6 9 1.9 4

総 平 均 1 6 2
8 9 4,1 7 9 8.9 2

1 6 4
8 2 0,9 5 5 △   5.1 6

（8 2 3,4 3 3） （1 1.2 3） （7 4 0,2 9 0） （△   3.4 9）

製 造 業 平 均 1 2 9
9 1 5,7 2 4 7.2 9

1 3 1
8 5 3,4 7 5 △   1.3 2

（8 1 7,8 9 3） （1 0.7 1） （7 3 8,7 4 8） （△   1.5 8）

非 製 造 業 平 均 3 3
8 3 2,0 8 2 1 6.8 6

3 3
7 1 2,0 1 9 △ 1 8.0 1

（8 4 5,0 9 1） （1 3.2 2） （7 4 6,4 1 3） （△ 1 0.0 5）

（注） 1 調査対象は、原則として従業員500人以上、主要21業種大手254社
2 21業種192社（75.6％）の妥結を把握しているが、うち30社は平均額不明などのため集計より除外
3 平均欄の（　）内は、一社あたりの単純平均
4（従）は従業員平均の数値を含む
5 増減率の△印はマイナスを示す
6 集計社数が 2 社に満たない場合など数字を伏せた業種があるが、平均には含まれる
7 2021年年末の数値は、2021年12月22日付集計結果
8「増減率（％）」は、前年公表値との比較により算定

（一社）日本経済団体連合会 集計
2022年 年末賞与・一時金 大手企業業種別妥結結果（加重平均）

2022年12月22日
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白
髪
頭
の
ジ
ジ
放
談

column note

世
間
漫
録

Vol.154

ゼ
ロ
コ
ロ
ナ
転
換

上
意
下
達
の
変
わ
ら
ぬ
体
質

　
ゼ
ロ
コ
ロ
ナ
政
策
へ
の
反
発
が
噴
出
し
た
中
国
で

は
、
抗
議
デ
モ
の
広
が
り
を
食
い
止
め
よ
う
と
、
習

近
平
指
導
部
が
警
察
力
な
ど
を
動
員
し
て
の
本
格
的

な
対
応
に
乗
り
出
し
た
。
一
方
で
、
過
剰
な
隔
離
や

生
活
面
の
規
制
を
改
め
る
こ
と
で
、
市
民
の
不
満
解

消
を
図
る
動
き
も
出
て
い
る
。
ゼ
ロ
コ
ロ
ナ
へ
の
不
満

が
政
権
批
判
に
つ
な
が
ら
な
い
よ
う
、
硬
軟
織
り
交

ぜ
た
対
応
で
臨
む
姿
勢
だ
。

（
２
０
２
２
年
12
月
１
日
付
朝
日
新
聞
）

　
新
疆
ウ
イ
グ
ル
自
治
区
ウ
ル
ム
チ
市
で
の
高
層
住
宅

火
災
を
き
っ
か
け
に
広
が
っ
た
ゼ
ロ
コ
ロ
ナ
政
策
へ
の
抗

議
の
波
。
こ
の
事
態
を
習
指
導
部
が
力
で
抑
え
込
む
の

か
、
あ
る
い
は
不
満
の
「
ガ
ス
抜
き
」
の
た
め
に
厳
格
な

政
策
を
緩
和
す
る
の
か
、
現
時
点
（
12
月
２
日
）
で
そ

の
行
方
は
は
っ
き
り
と
見
通
せ
な
い
。
そ
れ
で
も
あ
え
て

老
生
は
以
下
の
よ
う
に
予
測
し
て
い
る
。

　
今
回
の
抗
議
行
動
は
ゼ
ロ
コ
ロ
ナ
政
策
へ
の
不
平
・

不
満
の
表
明
に
過
ぎ
ず
、
習
氏
退
陣
を
本
気
で
意
図
し

て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
民
主
化
を
求
め
た
１
９
８
９
年

の
天
安
門
事
件
と
は
決
定
的
に
違
う
。
習
政
権
が
瓦
解

す
る
と
いっ
た
一
大
政
変
が
出
現
す
る
こ
と
は
絶
対
に
な

い
。
ど
う
し
て
か
。
国
民
は
共
産
党
の
統
治
を
基
本
的

に
支
持
し
て
い
る
。
当
局
も
そ
の
こ
と
が
分
か
っ
て
い
る

か
ら
抗
議
の
波
が
広
が
る
と
制
限
を
緩
和
し
て
懐
柔
策

を
と
る
。
よ
っ
て
こ
こ
当
分
は
明
確
な
方
針
が
定
ま
ら
な

い
そ
の
場
し
の
ぎ
の
対
応
が
繰
り
返
さ
れ
る
だ
ろ
う
。

　
鄧
小
平
以
来
の
改
革
開
放
政
策
は
中
国
を
経
済
大
国

に
押
し
上
げ
、
国
民
の
暮
ら
し
は
鄧
氏
以
前
の
治
世
と

は
比
べ
よ
う
も
な
い
ほ
ど
豊
か
に
な
っ
た
。
個
々
の
政
策

に
不
満
は
あ
っ
て
も
現
政
権
を
打
倒
す
る
ま
で
の
怒
り

に
燃
え
て
は
い
な
い
。
加
え
て
、
習
指
導
部
は
人
々
を
完

璧
な
デ
ジ
タ
ル
監
視
体
制
の
も
と
に
置
い
て
い
る
。
個

人
情
報
・
行
動
記
録
を
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
と
し
て
管
理
し
、

地
域
封
鎖
や
隔
離
を
容
赦
な
く
行
い
、
さ
ら
に
は
そ
の

技
術
を
コ
ロ
ナ
対
策
と
は
関
係
な
い
目
的
で
濫
用
し
、

人
々
の
行
動
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
し
続
け
て
い
る
。
中
国
の

民
衆
は
監
視
国
家
の
国
民
、
い
や
牢
獄
国
家
に
つ
な
が

れ
る
囚
人
と
言
っ
て
も
言
い
過
ぎ
で
は
な
い
。
従
っ
て
現

政
権
に
立
ち
向
か
う
な
ど
毛
頭
考
え
ら
な
い
。

経
済
の
落
ち
込
み
は
権
力
基
盤
を
脅
か
す

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
対
応
を
巡
っ
て
、
中
国
は
ロ
ッ

ク
ダ
ウ
ン
で
感
染
拡
大
を
抑
え
込
ん
だ
と
自
負
し
、
自
国

の
優
位
性
を
喧
伝
し
て
い
た
。
確
か
に
個
人
の
行
動
の
自

由
を
制
限
し
、
接
触
を
減
ら
す
こ
と
で
感
染
拡
大
を
防
止

し
よ
う
と
す
れ
ば
、
個
人
の
人
権
を
可
能
な
限
り
認
め
よ

う
と
す
る
民
主
主
義
体
制
に
比
べ
て
、
専
制
主
義
国
家
の

方
が
よ
り
効
果
的
に
対
処
で
き
る
と
考
え
が
ち
で
あ
る
。

　
し
か
し
、
そ
も
そ
も
新
型
コ
ロ
ナ
の
感
染
が
拡
大
し
た

の
は
、
専
制
主
義
国
家
の
代
表
中
国
で
あ
る
。
し
か
も
、

情
報
隠
し
な
ど
の
初
動
ミ
ス
が
重
な
り
、
そ
れ
が
世
界
中

に
感
染
を
拡
大
さ
せ
た
の
だ
か
ら
、
体
制
の
優
位
性
な
ど

「
ど
の
口
が
言
う
か
」
と
笑
っ
て
し
ま
う
。

　
い
ず
れ
に
せ
よ
現
状
で
は
経
済
の
落
ち
込
み
が
大
き
い
。

そ
れ
は
権
力
基
盤
を
脅
か
す
。
中
国
共
産
党
は
党
の
利
益

を
犠
牲
に
し
て
ま
で
、
国
民
の
命
を
守
っ
た
こ
と
は
な
い
。

だ
か
ら
、
コ
ロ
ナ
対
策
に
方
向
転
換
は
あ
っ
て
も
、
国
民
の

意
向
な
ど
歯
牙
に
も
か
け
な
い
上
意
下
達
の
体
質
に
変
化

は
な
い
。

　
皮
肉
を
込
め
て
言
え
ば
、
習
指
導
部
は
西
側
諸
国
を
真

似
て
「
ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
」
政
策
に
方
針
を
転
換
す
る
の
で
は

な
く
、「
ゼ
ロ
コ
ロ
ナ
」
政
策
を
こ
れ
か
ら
も
し
っ
か
り
続

け
て
いっ
て
ほ
し
い
。
そ
の
呪
縛
に
呻
吟
す
れ
ば
す
る
ほ
ど
、

こ
の
国
の
異
様
さ
も
少
し
は
是
正
さ
れ
、
民
主
化
も
進
む

の
で
は
な
い
か
と
思
っ
た
り
し
て
い
る
。

ふくおか経協NEWS［2023.1］ 10



トピックス

一月会

学校教育の現状と動向
　一月会（会員企業の人事・労務関係の役員・部
長等による勉強会）は12月21日に例会を開催し、福
岡県教育委員会教育長の吉田法稔氏が「学校教育
の現状と動向」と題して卓話を行った。
　吉田氏は、明治 5 年に始まった学制が令和 4 年に
150年を迎えたことを紹介した上で、学習指導要領の
変遷などについて説明し、目下の課題としてICT教
育や学力・体力などを挙げた。また、内閣府総合科
学技術・イノベーション会議が示した「同質性・均
質性」から「多様性を重視した教育・人材育成」へ
という教育・人材育成システムの転換の方向性を取
り上げ、今後を展望した。

紫水会

ダイバーシティを進めるために
　紫水会（会員の人事・労務関係の部課長等によ
る勉強会）は12月12日に例会を開催し、総合メディ
カル㈱人事部人事労務グループの白土一弥氏と永
石和大氏が「総合メディカルグループダイバーシ
ティ推進計画『SOGO Lively PLAN2026』～社
員がイキイキ働く会社をめざして～」と題して卓話を
行った。

セミナー

休職・復職時の留意点を学ぶ
　12月14日、年間10回の講義で労働法の基礎を学
ぶ労働法基礎学習会の第 7 講を開催した。講師は、
三浦・奥田・杉原法律事務所の三浦正道弁護士。
　講師は、近年実務で問題となる休職や復職時の対
応、労災が発生した時の留意点について、経験を交
えながら説明した。

セミナー

メンタルヘルス不調者の対処方法
を学ぶ
　12月13日、「メンタルヘルス不調者をめぐる実務
対応セミナー」を開催した。講師は、德永・松崎・
斉藤法律事務所の永原豪弁護士。
　講師は、メンタルヘルス不調の度合いに応じて、
会社としての対処方法や留意点を説明した。
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アンテナ
労働法関連の改正状況や労働組合
の動向などを紹介します。

アンテナ

　厚生労働省は、令和 4 年の標記調査の結果を公表した。
　労働組合数は23,046組合（前年比346組合（1.5％）
減少）、労働組合員数は、999万2千人（同8万6千人
（0.8％）減少）、推定組織率は16.5％（同0.4ポ イ ン
ト低下）となった。
　一方、パートタイム労働者の労働組合員数140万 4
千人（前年比 4 万 1 千人（3.0％）増加）、全労働組合
員数に占める割合は14.1％（同0.5ポ イ ン ト上昇）、
推定組織率は8.5％（同0.1ポイント上昇）となった。

「労働組合基礎調査」の結果を公表／
厚生労働省

「高年齢者雇用状況等報告」を公表／
福岡労働局

　福岡労働局は、令和 4 年の標記調査結果を公表した。
　高年齢者雇用確保措置を実施済みの企業は、9,456
社（99.9％）となり、このうち、定年制の廃止は375
社（4.0％）［前年比0.1ポイント増加］、定年の引上げ
は2,417社（25.6％）［同1.2ポイント増加］、継続雇用
制度の導入は6,664社（70.5％）［同1.2ポイント減少］
となった。
　一方、70歳までの高年齢者就業確保措置を実施済
みの企業は2,631社（27.8％）［同1.8ポイント増加］で、
中小企業では28.3％［同1.7ポイント増加］、大企業
では20.0％［同2.5ポイント増加］であった。

えせ同和問題をはじめとする「不当要求
行為対策セミナー」を開催／経済産業省

　経済産業省は、企業等の担当者に対して同和問題に
関する基本的な考え方や反社会的勢力によるえせ同和
行為等の被害の実例や具体的対応策について講演を行
う標記セミナーを開催することから参加を呼びかけ
ている。
　詳細は以下の通り。

日 時 1 月25日（水）　10：00～12：40

会 場 南近代ビル2F
（福岡市博多区博多駅南4-2-10）

方 式 会場開催・オンラインのハイブリッド
参 加 費 無料

申 込 下の専用ホームページに必要事項を記入の
上、お申込み下さい。

https://www.jinkenlibrary.jp/news/detail/106304/

「障害者雇用状況」結果を公表／福岡
労働局

　福岡労働局は、令和 4 年の標記調査結果を公表した。
　民間企業（43.5人以上規模の企業：法定雇用率2.3％）
に雇用されている障害者の数は1万9,757.0人で、前年
より3.7％（699.0人）増加し、過去最高となった。
　雇用者のうち、身体障害者は11,809.5人（対前年比
0.9％減）、知的障害者は4,030.5人（同5.0％増）、精神障
害者は3,917.0人（同18.6％増）となり、身体障害者は
前年より減少し、知的障害者と精神障害者は増加した。
　実雇用率は、過去最高の2.29％（前年2.21％）、法定
雇用率達成企業の割合は50.8％（同49.9％）となった。

　福岡県は、障がい者雇用に取り組む企業が自社の取
組について事例報告を行う標記報告会を開催すること
から、参加を呼びかけている。会場またはＷＥＢにて
参加することができる。
　詳細は以下の通り。

「障がい者雇用　事例報告会」を開催
／福岡県

日 時 2 月17日（金）　13：30～15：00

方 式

【来場】
㈱綜合キャリアトラストセミナー室

（福岡市中央区天神1-9-17
福岡天神フコク生命ビル13階）

【WEB（Zoomウェビナー）】
メールアドレスにURLを送付

参 加 費 無料

申 込
下のホームページより、必要事項を入力の
うえお申込み下さい。

https://fukuokapref-navi.jp/230217_com/
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インフォメーション

福岡経協セミナー

　セミナーの申込方法など詳細につきましては、
ホームページをご覧ください。

　合格率89.2％を誇り資格試験請負人として有名な
㈱ウェルネットの専任講師が 2日間で合格レベル
まで導きます。

●第1種・第2種衛生管理者受験対策講座

日　時：〔1 日目〕3 月15日（水）
9：20～17：30

〔2 日目〕3 月16日（木）
9：30～17：30※

※第2種の方は、2日目12：30で終了

会　場：電気ビル本館　地下 2 階　7 号会議室
講　師：㈱ウェルネット専任講師　山根 裕基 氏
参加費：第 1 種29,700円　第 2 種27,500円
定　員：36名

　高齢者の人事賃金制度の設計や見直しのポイン
トについて解説します。

●�高齢者雇用・処遇制度設計　見直しポイント
実務解説セミナー

日　時：2 月16日（木）　13：30～16：30
形　式：Zoomによるライブ配信（ウェビナー）
講　師：（一社）経団連事業サービス

人事賃金センター主任アドバイザー
但田 潔 氏

参加費：会員6,000円／一般8,000円
定　員：40名
申込締切：令和 5 年 2 月 8 日（水）

　法で定められた研修です。
　受講者には修了証を発行します。

●�安全管理者選任時研修（法定講習）

日　時：3 月17日（金）　9：20～20：10
会　場：電気ビル本館　地下 2 階　7 号会議室
講　師：㈱ウェルネット　専任講師　山根 裕基 氏
参加費：15,400円
定　員：30名

〈 問 合 せ 〉福岡県経営者協会事務局

〈 問 合 せ 〉日本産業訓練協会・九州

産訓九州セミナー

●TWI-JS「安全作業のやり方」トレーナー養成講座
日　時：2 月 6 日（月）～10日（金）
会　場：天神ビル11階　2 号室
受講料：会員143,000円／一般176,000円

（消費税込み）

●TWI-JR「人の問題の扱い方」トレーナー養成講座
日　時：5 月22日（月）～26日（金）
会　場：天神ビル11階
受講料：会員154,000円／一般187,000円

（消費税込み）

●TWI-JM「改善の仕方」トレーナー養成講座
日　時：1月16日（月）～20日（金）
会　場：アクロス福岡6階　601室
受講料：会員143,000円／一般176,000円

（消費税込み）
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法律相談
事務局相談

社労士による無料労務相談
　福岡経協の会員以外の方でも、会員の関連・協力企
業等で、会員のご紹介により無料でご相談に応じます。
　諸規定の整備などお困りのことがございましたら、
ぜひご利用下さい。
担　　当：社会保険労務士法人・行政書士法人アド

バンス所属の社会保険労務士
日　　時：平日9：00～17：00
会　　場：社会保険労務士法人・行政書士法人アド

バンス（福岡市中央区舞鶴 2 丁目2-11
富士ビル赤坂 8F）

申込方法：事務局へお電話ください。

〈 問 合 せ 〉福岡県経営者協会事務局

事務局相談
　福岡経協では、労使関係（組合結成・団体交渉への
対応）のほか、人事労務管理や賃金などについて随時
ご相談に応じています。お気軽にご相談ください。

福岡経協顧問弁護士（敬称略）

阿部 哲茂　石橋 英之　奥田 邦夫　古賀 和孝
斉藤 芳朗　杉原 知佳　德永 弘志　中野 敬一
中野 昌治　永原　 豪　花島 正晃　松﨑　 隆
三浦 啓作　三浦 正道　山本 紀夫　渡邊 洋祐

▪緊急の場合は、上記日時以外でも対応いたします。
▪お申込みは、相談日の前日までに事務局へお電話に

てお願いします。
▪上記日程の他、ご要望により、当協会の顧問弁護
士をご紹介いたしております。

2 月 9 日（木）
14：00～17：00

中野�敬一弁護士
（弁護士法人大手町法律事務所）

【北九州地区】

【福岡地区】

〈会　　場〉福岡県経営者協会事務局（裏表紙地図参照）

1 月26日（木）
14：00～17：00

斉藤�芳朗弁護士
（德永・松﨑・斉藤法律事務所）

2 月22日（水）
14：00～17：00

石橋�英之弁護士
（ふくおか法律事務所）

弁護士による無料法律相談
　ご担当いただく弁護士は「経営法曹会議」に所属する
方々です。福岡経協の会員以外の方でも、会員の関連・
協力企業等で、会員のご紹介により無料でご相談に応
じます。
　労働法に限らず、会社関係法などについてもお気軽
にご相談ください。

令和 4 年12月会務報告
＊青字……当協会主催行事
＊黒字……経団連の行事および当協会が行政等から委嘱

された委員として出席した行事など

9日 福岡県労働委員会総会

12日 紫水会

13日 メンタルヘルス不調者をめぐる実務
対応セミナー

〃 福岡労働者災害補償保険審査参与会

〃 経団連幹事会（オンライン）

14日 労働法基礎学習会第 7講

21日 一月会

22日 定例無料法律相談

23日 福岡県労働委員会総会

〈会　　場〉弁護士法人大手町法律事務所
（北九州市小倉北区大手町11-3大手町アイビースクエア 2F）
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福岡県経営者協会
〒810-0004福岡市中央区渡辺通2 - 1-82電気ビル共創館 6階TEL.092-715-0562FAX.092-781-4149

ホームページhttps://www.fukuoka-keikyo.jp/
メールアドレスfukuoka-keikyo@ace.ocn.ne.jp

博多方面から
「博多駅前Ａ番」停留所より「渡辺通経由天神方面行き」
に乗車または「博多駅前Ｂ、Ｃ、Ｄ番」停留所より「薬院駅
方面行き」に乗車
「渡辺通一丁目」停留所降車すぐ

バ ス

FM福岡

大丸

岩田屋

パルコ

福岡市役所

キャナルシティ博多
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地
下
鉄
渡
辺
通
駅

地
下
鉄
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電気ビル共創館6F

三越

渡辺通一丁目電気ビル前バス停渡辺通一丁目電気ビル前バス停

渡辺通一丁目十八銀行前バス停渡辺通一丁目十八銀行前バス停

渡辺通一丁目十八銀行前バス停渡辺通一丁目十八銀行前バス停

西
鉄
福
岡

（
天
神
）駅

地下鉄薬院駅

博
多
駅

天神方面から
「西鉄福岡天神駅」から大牟田方面行き
に乗車、「薬院駅」降車徒歩5分

西鉄天神大牟田線

「天神北（ノース天神前）」、「天神コア前7B」または「天神
大丸前4C」から乗車、「渡辺通一丁目」停留所降車すぐ

バ ス

「天神南駅」から地下鉄七隈線「橋本」方面行きに乗車、
「渡辺通駅」にて降車（電気ビル本館B2Fへ直通）

地下鉄
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福岡県労働委員会のご利用について

・労使交渉が進展しない、使用者から不当な取り扱いを受けた等、労働組
合と使用者との労働問題解決のためのあっせん、不当労働行為救済申
立ては、県労働委員会へ。

（福岡県労働委員会事務局調整課　092-643-3980）
※労働委員会は、公益委員（弁護士・大学教授など）、労働

者委員（労働組合の役員など）及び使用者委員（会社、
使用者団体の役員など）の 3 者で構成される公正・中立な
行政機関です。

・従業員の解雇や賃金未払い、パワーハラスメント等、労働者個人と使
用者との労働問題の相談、あっせんは、各労働者支援事務所へ。あっ
せんは、労使どちらからも相談可能です。

・福岡労働者支援事務所 092-735-6149

・北九州労働者支援事務所 093-967-3945

・筑後労働者支援事務所 0942-30-1034

・筑豊労働者支援事務所 0948-22-1149


